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１．研究の背景と目的 

（１）研究の背景 

2008 年施行の地域における歴史的風致の維持及び向上に関す

る法律(通称:歴史まちづくり法，以下｢歴まち法｣という)に基づく

歴史的風致維持向上計画(以下｢歴まち計画｣という)の認定を国か

ら受けた自治体は，2016年度末時点で全国62自治体となり，年々

増加している。歴まち計画策定にあたって国は重点区域の設定を

必須としている(歴まち法第 5 条第 2 項第 2 号)。重点区域は歴史

的風致の維持向上のための施策を重点的かつ一体的に推進する区

域とされ，区域での取り組みが市町村全体の伝統や文化の継承，

活性化につながることが求められている 1)。しかし区域設定の考

え方は自治体により様々であり，歴史的環境保全を推進する上で

重要な歴史的資源および市街地の区域の包含状況，さらに国が運

用指針に示す重点区域における景観法等に基づく規制誘導措置 2)

の導入などに関する実態およびその計画意図は明らかにされてい

ない。また国は国指定文化財や実施予定事業の存在を区域設定の

要件としており，これらが区域設定に影響を与えることも想定さ

れる。以下１)～３)にこれらの課題の詳細を示す。 
１）区域設定の考え方と歴史的環境の特性との関係 

重点区域は歴まち法，基本的な方針 1)，運用指針 2)に定められる

基準に従い各自治体が設定するとされているが，具体的な区域境

界は地域の状況を踏まえ則地的に定められる。そのため歴史的環

境保全の観点でみた場合に都市の歴史的特性の成立・発展の過程

を強く現す重要な資源および市街地の区域が含まれているのかは

明らかにされていない。また歴まち法第 1 条では有形の建造物等

と祭礼や伝統産業などの無形の資源が一体となって形成する良好

な市街地の環境が歴史的風致として定義されており，従来の有形

の歴史的資源だけでは重点的な位置づけが困難であった区域を，

無形の資源との関わりから特徴づけ，重点的に施策を展開する区

域として位置づけることも可能となっているが，設定された区域

と無形の資源との関係は明らかにされていない。 

さらに伝統的建造物群及びこれと一体をなして価値を形成する

環境の保全を目的とした重要伝統的建造物群保存地区(以下｢重伝

建地区｣という)があるが，その区域は伝統的建造物群および不離

一体の関係にある周辺環境に限定し，必要以上に広大な区域を設

定しないことが文化庁次長通達により示されている 3）。そのため

重伝建地区の周囲の市街地の重点区域設定により，各種施策を展

開し，一体的な歴史的環境の保全を進めることが期待でき，国も

重点区域の設定例として示している 4)が，こうした計画意図の有

無や，実際の区域設定への反映状況は明らかにされていない。 
２）他法制度等に基づく土地利用規制等と重点区域の関係 

歴史的環境保全の観点では修景事業ほかの施策展開と規制誘導

措置の双方の推進が重要となる。しかし歴まち法の制度の構成上，

国は重点区域に対して景観法や都市計画法等の他法制度等に基づ

く規制誘導措置の導入を方針に示し 1），また導入状況の把握も行

っている 5)。しかし，土地利用規制等の導入区域と歴まち法の重点

区域との地理的な整合は検証されておらず，区域内の規制誘導措

置が十分であるのかは明らかにされていない。 
３）重点区域の設定要件が実際の区域設定に与えた影響 

重点区域の設定にあたっては，歴まち法第 2 条第 2 項により重

要文化財，重要有形民俗文化財又は史跡名勝天然記念物として指

定された建造物(以下｢重要文化財建造物｣という)又は重伝建地区

が区域内に存在することが必須とされている。多くの歴史的風致

は国指定等文化財と密接に関係すると推測されるものの，自治体

が歴史的風致の維持向上を図るべきと考える土地の区域であって

も，重要文化財建造物が存在しないことで重点区域設定が困難と

なっていることも想定される。 
さらに，歴まち計画に位置づけられる認定後の実施予定事業は，

必ずしも重点区域内のみでの実施に限定されないが，計画認定に

あたっては｢計画に記載された事業等が，円滑かつ確実に実施され

ることが見込まれ，これらが重点区域の歴史的風致の維持向上に

寄与することが合理的に説明されること｣が要件として示されて
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いる 2)。そのため事業実施の具体化が見込めなければ重点区域と

して設定できない状況も想定できる。一方で，歴まち計画に位置

づけた事業の一部に対しては，社会資本整備総合交付金 6)の交付

率嵩上げなどの優遇措置があり，松本らの研究 7）が示すように自

治体が歴まち計画策定に取り組む大きな動機となっている。その

ため地理的に離れた地点で実施が予定される事業と重点区域との

関係を見出しにくい場合には，事業実施区域が含まれるように重

点区域が拡大されるなど，地域の歴史的特性を踏まえた範囲から

のずれが生じる可能性も想定できるが，その実態は明らかにされ

ていない。歴まち計画は事業実施計画と捉えることもできるが，

認定自治体は計画策定の目的として市民意識醸成やまちづくり推

進，歴史資源のPRなども意図しており 7)，広く公開される計画書

には歴史的環境の特性に応じた区域設定の考え方や同区域の景観

形成等の施策展開が十分であるのかを示すことも重要と考える。 

（２）既往研究および研究の目的 

国土交通省は歴まち法施行 5 年時点の 2014 年に調査 5)を実施

し，重点区域の設定数や市域に占める割合，また区域を拡大した

自治体の事例紹介を行っているが，区域設定に影響を与えた要因

の分析は行っていない。歴まち計画の重点区域に着目した研究と

しては，阿部ら 8）が制度開始当初の 2009 年の段階で計画認定を

受けた12自治体に対する調査を実施し，事業との関係で重点区域

が限定的に設定されていること，重要文化財建造物が存在せず区

域に設定できないなどの問題が一部自治体で発生していることを

報告している。しかし初期認定都市とその後の認定都市とは計画

策定の目的や事業に対する考え方に違いがあることが指摘されて

おり 7)，50 都市以上に増加した認定都市に共通する制度的な課題

であるのかは明らかになっていない。また林ら 9)は重点区域の設

定範囲と市域との関係を，渡邉ら 10)は中心市街地活性化基本計画

との関係を整理しているが，区域設定の考え方や歴史的資源と区

域設定の関係は調査対象としていない。 
そこで本研究では，認定計画に位置づけられた重点区域が，地域

の歴史的資源や保全が求められる市街地の区域を含むような地域

の歴史的環境の特性を踏まえた区域として設定され，また適切な

規制誘導措置がとられているのかを明らかにすることを目的とす

る。具体的には，各自治体の区域設定の考え方，特に地域の有形・

無形の歴史的資源の包含意図を明らかにするとともに，区域内の

規制誘導措置として他法制度に基づく土地利用規制等の導入区域

との整合が意図されているのかを明らかにする。さらに，国が定

める区域設定に関する要件が区域設定に与えた影響の把握を行う。 
 

２．研究の方法 

本研究では，国による認定を受けた歴まち計画の計画書記載事

項の分析と，重点区域の決定経緯や計画意図を明らかにするため

に自治体の計画策定担当部署へのアンケート調査および一部自治

体ではヒアリング調査を実施した(表－1)。なお各自治体の策定体 
 

表－1 アンケート調査の概要 
項 目 アンケート調査の概要 

調査対象 
歴まち計画が認定された46自治体の歴まち計画担当部署 
(調査時に認定後半年以下の自治体は対象外とした。各自治体の体制により一部
設問を別部署が回答した場合もある。) 

調査時期 2015年3月～5月 
配布回収 調査票を郵送配布・郵送回収(一部電子メールで配布回収) 
回収数 46自治体（回収率100.0％） 

調査項目 

【区域設定の考え方・歴史的資源の分布との関係】 
・区域設定にあたり含まれるように考慮した歴史的資源 
・計画に位置づけた歴史的風致の分布と重点区域の関係 
・一部の歴史的風致が重点区域に含まれない理由 

【重点区域における規制誘導・保護措置の状況】 
・都市計画等の他法制度等にもとづく土地利用規制等の導入区域との関係 
・重伝建地区の周囲の市街地の設定状況と一体的整備の意図 
【重点区域の設定要件が実際の区域設定に与えた影響】 
・重要文化財建造物を必要とする要件の影響 
・認定後に実施が予定される事業の影響 

【その他】 
・現行制度に対する課題意識 

制に応じて,一部別部署が回答している場合もある。調査対象は認

定に伴う効果等を把握するため，調査実施時に計画認定後半年に

満たなかった 3 自治体を除く全国 46 自治体を対象とした。2015
年3月に調査票を配布し，全46自治体からの回答を得た。 
まず計画書記載内容およびアンケート調査結果から，区域設定

の考え方，特に歴史的資源や計画書に位置づけた歴史的風致の包

含の意図や実際の状況を把握し，歴史的環境の特性を踏まえた内

容であるのかを明らかにする。その際，無形の資源も対象とする

歴史的風致の特性を踏まえ巡行型祭礼の巡行ルートと重点区域の

関係を分析した。次に都市計画法や景観法に基づく規制誘導措置

の導入状況および重伝建地区とその周囲との一体整備の意図や実

際の土地利用規制等の状況を計画書の記載内容とアンケート調査

結果から分析した。最後に，国が定める重点区域の設定要件であ

る重要文化財建造物の存在と認定後の実施予定事業が区域設定に

与えた影響を尋ねるとともに，該当する特徴的な事例を取り上げ，

要因分析を行った。 

 

３．重点区域と歴史的資源の関係 

（１）重点区域の基本情報 

歴まち計画の認定を受けた46自治体では，合計69の重点区域

が設定され，全体の32.6%にあたる15自治体では複数の重点区域

が設定されている。平均面積は 638.9ha であり，1,000ha 未満が

全体の 81.2%を占める(図－1)。最小は松江市の宍道エリアで

17.8ha，最大は三好市の祖谷渓谷と平家落人伝説に関する区域で

6,400haである。市域に占める重点区域の面積の割合は平均2.8％
であり，割合が高い太宰府市，多賀城市，明和町は国指定史跡を中

心に面的に拡がる区域を設定している都市で，太宰府市は 28.7%
を占める。また国土技術政策総合研究所の歴史まちづくりの手引

き(案)が示す成立背景や都市構造による区分 11)により分類すると，

全体の 44.9％を占める 31 区域が城下町 12)であり，城郭または城

跡と周囲の城下町に点在する歴史的資源を包含する形で設定され

た区域が多い。次いで寺社町が10区域，在郷町・産業都市が7区

域，宿場町が6区域とやや多い状況にある。 

（２）重点区域に含まれるように配慮された歴史的資源や市街地 

46 自治体が策定した計画書の重点区域に関する記載内容から，

重点区域に包含されるよう配慮したことが明記されている歴史的

資源や市街地の区域を抽出した(図－2)。併せて自治体担当部署に

も範囲や境界の決定の際に考慮した内容を尋ねた(図－3)。 
計画書記載内容の分析から，全69の重点区域の66.7%にあたる

46の重点区域で範囲や境界が歴史的な意味を有する市街地の区域

を包含する意図が確認でき，歴史的な観点からも範囲とその根拠

が明確である区域を含むような設定が最多である。自治体担当部

署も 80.6％にあたる 54 区域で｢歴史的な一定のまとまり｣を考慮

したと回答している(図－3)。3 章(1)の都市成立背景別にみると，

城下町を起源とする31の重点区域のうち30区域では範囲や境界

およびその根拠が比較的明確である城下町の区域を含むように設

定されている(図－2)。一方で在郷町や宿場町などその他の歴史的 
 

 
図－1 重点区域の面積と市域に占める割合 
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特性に分類される38の重点区域は，城郭に代表される都市におけ

る中心性の高い歴史的資源に乏しい場合も多く，その代わりに地

域に点在する有形歴史的資源を含む形での範囲設定が 65.8%にあ

たる25区域と最多であった。また有形のみならず無形の歴史的資

源との関係から市街地の環境を特徴づけることができるのは歴ま

ち法の特徴であるが，計画書の記載事項の分析からも流通往来に

関係する街道や河川などの線状の区域の包含が 23.2％(亀山市東

海道沿道区域や旧高岡町往来地区など 16 区域)，巡行型の祭礼や

行事の経路の包含が20.3%(犬山城下町周辺地区や長浜市歴史的風

致地区など 14 区域)，各自治体が計画書に位置づけた歴史的風致

の包含が 14.5%(山鹿湯まち地区ほか 10 区域)で確認できた(図－

2)。さらに和紙の里牧谷地区(美濃)のように祭礼等の活動を支える

氏子区域などのコミュニティの拡がりの考慮も 7 区域で確認でき

るなど，歴史的風致の概念から活動や祭礼に関わる市街地が重点

区域として位置づけられており，自治体担当部署への調査からも

名古屋市，弘前市など 26.9％と一部ではあるものの，その計画意

図が確認できた(図－3)。有形資源の価値のみでは重点的に施策を

展開する区域として位置づけが難しかった市街地の区域を重点区

域として設定することができている。 

 

図－2 重点区域に含まれるように配慮された区域や歴史的資源 
 (計画書記載事項の分析，複数該当あり，*:p<0.1,**:p<0.05） 

 

 
図－3 重点区域の範囲･境界決定の際に考慮した事項 

（自治体担当部署アンケート，複数回答，*:p<0.1,**:p<0.05） 

そして景観計画などの他計画に位置づけられた区域を含めるこ

とを計画書に明記しているのは全体の40.6％(28区域)であった(図
－2,詳細は4章で後述)。また周囲の市街地の包含が20.3%(川越市

歴史的風致維持向上地区など 14 区域)，農地や山林などの周辺の

自然的土地利用の包含が 33.3%(金沢城下町地区や吹屋地区など

33区域)で配慮されており，一体的な景観形成の観点から背景とな

る遠景の構成要素を含めたと考えられる。 
（３）歴まち計画に位置づけられた歴史的風致と重点区域の関係 

１）歴史的風致の重点区域への包含状況 

対象とした 46 自治体の歴まち計画に位置づけられた歴史的風

致は合計 304 件あり，1 自治体あたり平均 6.6 件である。これら

の歴史的風致の分布域と重点区域との地理的関係について自治体

担当者に尋ねた(表－2)。全46自治体のうち，全ての歴史的風致が

重点区域に含まれるのは全体の 23.9％にあたる 11 自治体のみで

あり，歴史的風致の設定数や，重点区域数の違いによる有意な差

はない。歴まち計画で維持向上の対象と位置づけられた歴史的風

致の分布と重点区域は必ずしも地理的に密接に関係していない状

況にある。 
２）歴史的風致が重点区域に含まれない理由 

｢一部の歴史的風致が重点区域に含まれていない｣と回答した35
自治体にその理由を尋ねた(表－3)。高梁市や松本市などの一部の

自治体は，市域全域で行われる祭礼などを歴史的風致として位置

づけている理由から，重点区域外にも歴史的風致が存在する構造

となっている。それ以外の理由として，45.7%にあたる16自治体

は維持向上を図りたい歴史的風致が存在するが，重点区域設定に

あたり必要となる国指定等文化財が存在せず，設定を断念したこ

とが明らかになった。そのうち 3 自治体については計画認定後に

予定する新たな文化財指定等を待ち，条件が整えば重点区域の追

加・変更などの計画変更を実施することで対応する考えを持って

いるが，その他の自治体では区域設定の意向を持ちながらも設定

要件の制約から，歴史的風致の維持向上のための施策を重点的に

進める区域として設定できていない状況にある。 
次に実施予定事業との関係をみる。一部の歴史的風致が重点区

域に含まれていない 35 自治体の 28.6%にあたる 10 自治体では，

計画期間内に区域内での歴史的風致の維持向上のための具体的な

事業の予定が無いことを理由に重点区域を設定していない。また

認定後の実施予定事業は必ずしも重点区域内に限定されないため，

22.9％にあたる8自治体(上記10自治体のうち1自治体を含む)は 
 

表－2 重点区域と歴史的風致の関係 
重点区域と歴史的風致の関係 該 当 自 治 体 

全ての歴史的風致が重点区域内に存在
する（11自治体：23.9%） 

下諏訪，京都，水戸，弘前，甘楽，高岡，川越，多賀城， 
宇治，長野，鶴岡 

一部の歴史的風致は重点区域内に含ま
れていない 
(35自治体：76.1%) 

金沢，高山，彦根，萩，亀山，犬山，佐川，山鹿，桜川，津
山，長浜，高梁，太宰府，三好，白河，松江，恵那，小田
原，松本，大洲，美濃，佐賀，尾道，竹原，明和，東御，岐
阜，津和野，堺，日南，郡上，名古屋，斑鳩，竹田，添田 

 
表－3 一部の歴史的風致が重点区域に含まれない理由(N=35,複数) 

歴史的風致が含まれない理由 回答数 回 答 自 治 体 

他の歴史的風致と比べると相対的に重
要性が低いため 

9 
彦根，大洲，松江，小田原，堺，佐賀，恵那，金
沢，岐阜 

認定後に条件が整えば重点区域の追
加・変更で対応する方針のため 

3 白河，添田，桜川 

設定要件に該当する文化財が無いた
め 

16 
明和，名古屋，彦根，尾道，斑鳩，萩，日南，東御，
竹田，太宰府，山鹿，三好，桜川，佐川，犬山，亀山 

歴史的風致が損なわれつつある等の
課題が無いため 

1 小田原 

歴史的風致の維持向上のための具体
的な事業実施の予定が無いため 

10 
明和，美濃，萩，日南，津山，長浜，大洲，松江，
三好，亀山 

地元の自治組織や団体等との合意を得
ることができなかったため 

0  

総合計画や景観計画等の他計画にお
いて特別な区域設定が無いため 

0  

重点区域外でも重点区域と同様に事業
実施を予定しているため 

8 
津和野，長浜，竹原，松本，小田原，佐川，恵那，
郡上 

その他 5 津山，竹田，松本，高梁，高山 
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19.4%

25.8%

16.1%

12.9%

3.2%

48.4%

42.1%

65.8%

21.1%

31.6%

26.3%

15.8%

13.2%

7.9%

0.0%

34.2%

66.7%

53.6%

20.3%

33.3%

23.2%

20.3%

14.5%

10.1%

1.4%

40.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

範囲や境界が歴史的意味を持つ市街地

の区域**

有形の歴史的資源**

歴史的中心や有形資源の周辺市街地

周辺の自然的土地利用

街道・参道・河川など線状の区域

巡行型の祭礼・行事の経路

歴史的風致の分布状況

コミュニティの範囲(氏子区域等)

歴史文化基本構想に位置づけた区域

他計画の指定区域

城下町

（N=31）
その他特性の都市

(N=38)
全体

(N=69)

86.7%

23.3%

43.3%

30.0%

23.3%

26.7%

16.7%

0.0%

30.0%

3.3%

20.0%

16.7%

75.7%

48.6%

51.4%

37.8%

16.2%

24.3%

29.7%

10.8%

37.8%

10.8%

16.2%

5.4%

80.6%

37.3%

47.8%

34.3%

19.4%

25.4%

23.9%

6.0%

34.3%

7.5%

17.9%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

歴史的な一定のまとまり

行政界(市町村境界、町丁界など)**

河川や山稜等の地形境界

道路や鉄道などの人工物

都市計画(区域区分、用途地域など)と

の整合

文化財の指定(選定)区域

線状に移動する活動(巡行型祭礼や行

事)の移動範囲(全てを含む)

線状に移動する活動(巡行型祭礼や行

事)の移動範囲(一部)*

その他法令に基づく区域・地区の指定

状況

世界遺産の区域などその他計画で位

置づけられた区域との整合

計画認定後に予定している事業実施区

域との整合

その他

城下町

（N=30）

その他特性の

都市(N=37)

全体

(N=67)
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事業実施を計画に位置づけるも，その区域を重点区域に設定して

いない。さらに 25.7%にあたる 9 自治体は他の歴史的風致と比べ

て相対的に重要性が低いことを理由に重点区域を設定していない。 
このように計画に位置づけられた歴史的風致の維持向上のため

の施策推進や，認定後の実施予定事業との関係の考え方が重点区

域設定に影響しており，各自治体が維持向上を図るべきと考える

歴史的風致が存在する土地の区域と，維持向上を図るための施策

を重点的かつ一体的に進める重点区域は必ずしも一致していない。 

 

４．各種法令に基づく規制誘導および保護措置との関係 

（１）他法制度等に基づく土地利用規制等の区域との関係 

国は重点区域の設定にあたり都市計画法や景観法ほかによる良

好な景観の形成に関する施策と連携すべきとしている 2)。自治体

担当部署への調査(図－3)に示したように全体の 34.3％にあたる

23の重点区域で，区域の範囲や境界の決定にあたり歴まち法以外

の法令に基づき設定されている区域との連携を考慮している。ア

ンケート調査から具体的に連携が確認できた区域(表－4)は，景観

計画に位置づけられた重点的に景観形成を図る区域との連携が12
区域と最多で，景観計画との連携が主となっている。その他，6区

域で風致地区，4 区域で重伝建地区との連携の配慮が明らかにな

った。宇治市における景観計画の重点区域，重要文化的景観選定

区域，風致地区との連携のように各種制度の一体的な運用を行う

自治体も存在する。 
さらに，アンケート調査では上記の具体的な連携の配慮を確認

できなかった自治体も含めて，各自治体が作成した計画書の記載

事項から他法令との関係を分析した。46自治体の87.8%にあたる

40 自治体が景観法に基づく景観計画を策定(一部自治体は歴まち

計画認定後に策定)し，重点区域内の景観形成のための仕組みを整

えている。そのうち歴まち法の重点区域を対象とする景観計画区

域全域よりも重点的な景観形成のための取り組みの実施状況を明

らかにした。景観計画区域全域を対象とする規制誘導措置に加え，

地区独自の景観形成の方針および基準，届出対象行為等の導入を

景観計画等で確認できる区域，または景観法第61条第1項の景観

地区を導入している区域との関係を整理した(以下では上記条件

に該当する区域を景観重点区域という)。なお分析対象は歴まち計

画策定後に定められた景観計画も含む 2015 年度末時点の内容を

対象とした。景観計画を策定した40自治体では歴まち計画の重点

区域が計59区域設定されており，その69.5%にあたる41区域に 
 

表－4 重点区域との連携を考慮した各種法令に基づく区域 
(自治体担当部署アンケート，複数回答，N=21) 

範囲・境界決定の際に連携を考慮した
各種法令に基づく区域 

重点 
区域数 

範囲・境界決定の際に連携を 
考慮した各種法令に基づく区域 

重点 
区域数 

景観計画区域 1 重要伝統的建造物群保存地区 4 

景観計画に位置づけられた重点区域 12 重要文化的景観 1 

景観地区(景観法第61条第1項) 0 自然公園（自然公園法第2条第1項） 1 

風致地区 6 その他 1 

 
表－5 重点区域における景観重点区域の面積割合 

面積割合 該当数 該 当 す る 重 点 区 域 

全域・ 
ほぼ全域
(7割以上) 

19 

金沢城下町区域，城下町高山，彦根城下町区域，犬山城下町周辺地区，歴史的
市街地地区，歴史的市街地・伏見地区，歴史的市街地・東寺地区，上賀茂地区，
吹屋地区，太宰府市歴史的風致維持向上地区，祖谷渓谷と平家落人伝説に関
する区域，箸蔵寺とうだつの町並み周辺区域，宇治・白川歴史的風致重点区
域，城下町地区，尾道・向島歴史風致地区，津和野歴史的風致地区，百舌鳥古
墳群および周辺区域，環濠都市区域，日南市歴史的風致維持向上地区 

半分程度 8 
亀山市東海道沿道区域，津山城跡周辺地区，水戸市歴史的風致保存・形成区
域，高梁地区，小峰城下町地区，小田原町城下町区域，松本城下町区域，川越
市歴史的風致維持向上地区 

一部のみ
(3割以下) 

14 

萩市歴史的風致保存区域，菊鹿古代の里地区，山鹿湯まち地区，長浜市歴史
的風致地区，弘前城下町地区，旧城下町エリア，旧高岡町往来地区，多賀城市
歴史的風致維持向上地区，和紙の里牧谷地区，城下町上有知地区，金華・鵜飼
屋地域，松代・若穂川田地区，善光寺・戸隠地区，名古屋城周辺地区 

重点区域
内の設定

無し 
18 

真壁地区，岩木お山参詣地区，国府跡周辺エリア，美保関エリア，鹿島エリア，
宍道エリア，城下町岩村地区，宿場町大井地区，伏木・吉久地区，大洲城下町，
瀬戸田地区，鬼無里地区，羽黒手向地区，羽黒松ヶ丘地区，鶴岡公園とその周
辺地区，志段味地区，熱田地区，法隆寺周辺地区 

おいて景観重点区域が設定されている(表－5)。両区域の重複状況

を計画書の掲載図面を用いて分析すると，そのうち19区域ではほ

ぼ全域が景観重点区域に設定されており，事業推進と規制誘導の

双方が計画的に進められているといえる。一方で，残りの22区域

では景観重点区域の設定が重点区域の一部に限定されている。景

観重点区域の設定が全くなされていない18区域とともに，これら

の重点区域では認定後に各種事業の導入が予定されるものの重点

的な景観形成の取り組みは必ずしも十分でない状況にある。 
その他に都市計画法に基づく風致地区に関しては 31.9%にあた

る22の重点区域で指定され，斑鳩町の法隆寺周辺地区では全域が

指定されている。また最高限度高度地区に関しては 23.1%にあた

る16の重点区域で指定されており，金沢市，岐阜市，京都市，小

田原市，堺市(百舌鳥古墳群および周辺区域)，鶴岡市では区域のほ

ぼ全てが指定されている。これらの都市は計画認定以前から歴史

的環境保全に取り組んできた自治体も多く，認定以前からの取り

組みとの連携を見据えた重点区域の設定がなされている。 

（２）重伝建地区とその周囲の市街地との一体的整備 
重伝建地区とその周囲の市街地の一体的な整備の状況を把握す

るために，計画認定時に市域内に重伝建地区が存在した16自治体

の合計17の重点区域に関して，自治体担当部署に重伝建地区との

一体的な景観形成や建造物保全を意図した周囲の市街地の区域設

定の有無を尋ねた。 
京都市の重伝建地区のうち嵯峨鳥居本はそもそも重点区域とし

て設定されておらず，17 の重点区域内には合計 22 件の重伝建地

区が存在する(表－6)。その全てで重伝建地区の周囲の市街地が歴

まち法の重点区域に設定されている。重伝建地区は1章(1)に示し

た重点区域設定にあたり必要となる指定等文化財に該当するため，

重伝建地区を包含する形での区域設定はある程度妥当とも考えら

れるが，その割合は非常に高いといえる。そして自治体担当部署

への調査からは，有効回答16の重点区域全てで重伝建地区を核と

した周囲の市街地との一体的な景観形成や建造物保全の推進を意

図したことが明らかになった。また重伝建地区に対する重点区域

の面積比は，最大の金沢城下町区域の891.7倍のほか，平均109.2
倍となっており，文化財の区域として市街地の一部に限定されて

いた整備等の対象区域が，歴まち計画認定により整備水準等には

差があるとはいえ，広く拡大していることがわかる。 
その他，歴まち計画認定後に重伝建地区の選定が予定されてい

た桜川市の真壁地区のように 13），重伝建地区とその周辺との一体

的な整備を歴まち計画の策定段階から検討した事例も存在する。 
 

表－6 重伝建地区の重点区域設定状況と周囲との一体整備意図 

市町村 重伝建地区 歴まち計画の重点区域 
一体整備・
保全意図 

重伝建 
面積(ha) 

重点区域
面積(ha) 

弘前市 仲町 弘前城下町地区 ○ 10.6 395 

川越市 川越 川越市歴史的風致維持向上地区 ○ 7.8 207 

高岡市 山町筋 旧高岡町往来地区 無回答 5.5 308 

金沢市 
東山ひがし 

金沢城下町区域 
○ 1.8 

2,140 
主計町 ○ 0.6 

東御市 海野宿 海野区域 ○ 13.2 60 

高山市 
三町 

城下町高山 
○ 4.4 

238 
下二之町大新町 ○ 6.6 

美濃市 美濃町 城下町上有知地区 ○ 9.3 159 

恵那市 岩村町本通り 城下町岩村地区 ○ 14.6 3,436 

郡上市 郡上八幡北町 城下町郡上八幡地区 ○ 14.1 818 

亀山市 関宿 亀山市東海道沿道区域 ○ 25.0 500 

京都市 

上賀茂 上賀茂地区 ○ 2.7 23 

産寧坂 
歴史的市街地地区 

○ 8.2 
1,903 

祇園新橋 ○ 1.4 

嵯峨鳥居本 （重点区域設定無し） － 2.6   － 

高梁市 吹屋 吹屋地区 ○ 6.4 210 

竹原市 竹原地区 竹原町歴史的風致維持向上地区 ○ 5.0 71 

萩市 

堀内地区 

萩市歴史的風致保存区域 

○ 55.0 

1,240 平安古地区 ○ 4.0 

浜崎 ○ 10.3 

三好市 東祖谷山村落合 祖谷渓谷と平家落人伝説に関する区域  ○ 32.3 6,400 

日南市 飫肥 日南市歴史的風致維持向上地区 ○ 19.8 380 
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（３）巡行型祭礼の巡行区間と重点区域との関係 

歴史的風致の概念導入により，有形のみならず無形の歴史的資

源との関わりから市街地の特性を説明することができる。それら

が重点区域の設定に与える影響を把握するために，歴まち計画の

計画書に地域を代表する重要な無形の歴史的資源として記載され，

かつ巡行ルートが示されている巡行型の祭礼･行事を抽出し，重点

区域との関係を分析した。重伝建地区との関係も分析するために

4 章(2)で分析対象とした 17 の重点区域を再び分析の対象とした。

重点区域を通過する祭礼･行事は 14 の重点区域で計 31 件確認で

き，Esri 社ArcGIS10.3 を用いて巡行区間の距離を計測するとと

もに，ルートと重点区域との地理的な重なりを分析した(図－4)。 
巡行区間の距離は平均 4.1km であり，31 件のうち重伝建地区

を通過する祭礼･行事は全体の54.8%にあたる17 件である。一方

で巡行区間の総延長に占める重伝建地区を通過する区間の距離の

割合は，亀山市の関の山車のように重伝建地区内のみを巡行する

ものもあるが，平均は 27.5%にとどまっている。無形の活動とと

もに歴史的風致を形成する建造物等のうち，重伝建地区に位置し

保存･整備の対象とされていたものは一部に限定されていたとい

える。 
次に，この17件の祭礼と歴まち計画の重点区域との関係をみる

と，重伝建地区の周囲の市街地を重点区域に設定することで巡行

区間をカバーする割合は平均88.9%まで高まり，うち13件は全区

間が設定されている。これにより巡行ルート沿道の建造物等の整

備を推進する区域を拡大することができている。さらに重伝建地

区を通過しないその他の14件の祭礼・行事に関しても，巡行区間

の平均76.2％が重点区域に設定されている。 
これらの結果から，これまで有形の歴史的資源の価値だけでは

重点的に施策を推進する区域としての位置づけが難しかった市街

地の環境を，無形の資源との関わりからその特性を説明できるよ

うになり，計画への位置づけが可能となっている。 

 
５．重点区域の設定要件と実施予定事業が区域設定に与えた影響 

1 章(1)に示した重点区域内に国指定等文化財の存在を必要とす

る設定要件が，実際の区域設定に与えた影響を自治体担当部署に

尋ねた(表－7)。 
 

 
図－4 祭礼等の巡行区間と重点区域/重伝建地区の地理的重なり 

有効回答 62 の重点区域のうち，80.0%を占める 52 の重点区域

では，上記要件は区域設定に特に影響しなかったと回答された。

一方で，全体の20.0%と多くはないものの13件の重点区域では上

記要件の影響を受けたことが確認でき，各自治体が維持向上を図

りたい土地の区域と，国が支援を行う重点区域に差があることが

明らかになった。そのうち7区域は｢条件に該当する重要文化財建

造物を含むように本来妥当と考えられる区域よりも広く設定し

た｣と回答している。その一つである高岡市の旧高岡町往来地区

(図－5)では旧高岡城の城下町の区域とそこから南西方向に約

8kmにわたって線状に延びる旧北陸道と街道沿いの3つの在郷町

を含む区域が設定されている。在郷町の区域の一部では社会資本

整備総合交付金を活用した道路修景整備が予定事業として計画書

に位置づけられていることからも，同区域での歴史的環境の保全

につながる取り組みが認定後に予定されていたと考えられる。し

かし城下町の区域には重伝建地区や重要文化財が存在するものの，

3 つの在郷町の区域には重要文化財建造物は存在せず，城下町の

区域から独立した形での区域設定は不可能であったが，北国街道

を介した往来による城下町の区域との一体性を説明することで，

重点区域に含めることができている。 
また三好市，長野市の2区域では｢当初は別区域となる予定だっ

たが，条件を満たさない区域を含む形で1つにまとめて設定した｣

と回答された。三好市の祖谷渓谷と平家落人伝説に関する区域は，

延長 30km 以上に及ぶ祖谷川両岸の尾根線を囲む，全重点区域の

中でも最大の 6,400ha の範囲が，8 つの集落域を包含する形で設

定されている(図－6)。8 集落は 2006 年に合併した旧西祖谷山村

と旧東祖谷山村の両旧村域に位置し，そのうち設定要件となる重

要文化財建造物は 4 集落のみに存在するため，個々の集落をそれ

ぞれ重点区域とすることは不可能である。三好市は2006年に旧6
町村の合併により発足し，歴まち計画策定にあたって旧町村ごと

の特徴や魅力を歴史的風致としてできるだけ計画に位置づけるよ

うに配慮したことが自治体担当部署への調査から明らかになって

いる。実際に，重要文化財建造物が無く，単独では重点区域として

設定できないその他の 4 集落では西岡集落の建造物と，栗枝渡集

落の神社祭礼が歴史的風致を形成する資源として計画書に記載さ

れ，保全や活用が想定されているほか，同じく安佐集落と名頃集 
 
表－7 区域設定時の指定文化財存在要件の影響(N=65,複数回答) 

影 響 該当数 回 答 重 点 区 域 
特に影響は無かった 52 （下記以外） 
計画策定中に新たに重要文化財等
の指定を受け重点区域を設定 

3 
萩市歴史的風致保存区域，城下町郡上八幡地区，金
華・鵜飼屋地域 

歴史的風致と関係の薄い文化財を活
用して重点区域を設定 

0  

条件に該当する文化財を包むよう妥
当な区域よりも広い区域を設定 

7 

宿場町大井地区，旧高岡町往来地区，伏木・吉久地
区，箸蔵寺とうだつの町並み周辺区域，祖谷渓谷と
平家落人伝説に関する区域，川越市歴史的風致維
持向上地区，萩市歴史的風致保存区域 

別々の設定を予定したが，条件を満
たさない区域を含め1区域で設定 

2 
祖谷渓谷と平家落人伝説に関する区域，善光寺・戸
隠地区 

 

 
図－5 旧高岡町往来地区(高岡市)と区域設定要件の文化財分布 
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落では建造物の保存修理事業が歴まち計画に位置づけられている。

歴史的資源の保全や各種事業の実施を予定し，重点区域の設定を

検討した際に，一体の区域として設定せざるを得ない状況にあっ

たと言える。 
上記設問に加えて，自治体担当部署に対し｢重点区域の設定にあ

たって重要文化財や重伝建地区ほかの国指定文化財の存在が必須

となること｣の制度上の課題としての認識を尋ねた。37.0%にあた

る 17 自治体が｢そう思う(8 自治体)｣または｢ややそう思う(9 自治

体)｣と回答していることからも，実際に設定要件が区域設定に影

響したことが確認できた上記13件の重点区域以外にも，計画策定

段階で設定を断念した区域も存在したと推察される。実際に名古

屋市では重要文化財建造物が存在せずに策定当初の段階で設定を

断念した地区が存在したこと，郡上市では計画策定開始時点では

不可能だったものの策定途中の重伝建地区選定を受けて設定が可

能となったことが調査により明らかになっている。また計画認定

後の実施予定事業との関係については，上記の三好市の事例のほ

か，全体の 17.9％にあたる 12 の重点区域で区域の範囲や境界を

決定する際に認定後の事業実施予定地との関係を考慮したことが

明らかになっており(図－3)，一部で区域範囲決定の際に影響を与

えている状況にある。このように国指定文化財の要件や実施予定

事業の範囲にあわせて重点区域が設定されており，当初自治体が

想定した土地の区域より広く，また歴史的・地理的な関係からは

異なる歴史的環境を有する複数区域がまとめて設定されている事

例が確認できた。 
 

６．まとめ 
歴まち計画に設定されている重点区域は，城下町に代表される

ような市街地の成立背景や歴史的特性の観点から範囲や境界が明

確な区域に合わせる形での設定事例や，そのような明確な区域が

無い場合には点在する歴史的資源を包含するように設定される事

例が多く，さらに歴史的な中心地区の周辺の市街地や自然的土地

利用を含めるなど地域の景観形成や歴史まちづくりの課題に応じ

て設定されていることが明らかになった。そして歴まち法の大き

な特徴である有形・無形の資源とで形成される歴史的風致の観点

でも，祭礼の巡行区間といった線状に展開する市街地の区域も一

部の重点区域に組み込まれており，有形資源の価値だけでは重点

的に施策を展開する区域として位置づけが難しかった区域を計画

対象とすることができている。一方で，維持向上の対象として計

画に位置づけられた歴史的風致が存在する市街地であっても，区

域設定要件となる重要文化財建造物が無いことや，関連する事業

の実施見込みが立たないといった理由から，重点区域に設定され

ていない事例が存在することも明らかになった。 
また歴史的環境保全の観点では修景事業ほかの施策展開と規制

誘導措置の双方の推進が重要となるが，大半の自治体が景観計画

を策定するとともに，多くの重点区域では景観計画区域全域より 
 

 
図－6 祖谷渓谷と平家落人伝説に関する区域(三好市)と区域 

  設定要件となる重要文化財建造物/重伝建地区の分布 

も重点的に景観形成を図る区域としていること，また歴まち計画

策定前から風致地区や高度地区等による規制措置を導入していた

自治体では，それらの土地利用規制等の導入区域に合わせた重点

区域の設定が確認できた。そして重伝建地区のほぼ全てで，市街

地の一部に限定されていた重伝建地区選定範囲の周囲の市街地を

補完する形で重点区域が設定されており，その際の一体的な整備

の意図も確認できた。 
最後に，重点区域設定にあたり区域内に指定等文化財が存在す

る要件に関しては，8割の区域では影響が確認できなかったが，一

部区域で要件にあわせる形で当初自治体が想定した区域よりも広

く設定する事例が確認できた。また一部の重点区域で認定後の事

業予定地の包含を考慮したことが確認できたなど，実施予定事業

も重点区域の範囲や境界決定に影響を与えている状況にあり，歴

史的環境の特性を反映した区域設定となっていない事例がある。

一方で，重点区域を対象とした景観重点区域の設定などの景観形

成の取り組みやその他法制度に基づく土地利用規制等の導入も十

分ではなく，歴史的風致の維持向上を図るための実際の施策展開

が講じられていない状況にある。 
上記の設定要件や認定後に実施が予定される事業の影響を受け，

一部の重点区域は歴まち法に基づく各種施策を一体的・重点的に

進めるべき区域として，さらに歴史的環境の特性を反映した区域

として設定されておらず，また区域設定そのものの断念にも至っ

ている。そのため，地域の歴史的文脈からみて国指定等文化財と

の密接な関係が認められる場合は，当該の土地の区域における土

地利用規制等の導入状況も踏まえた上で，飛び地であっても重点

区域として設定できるなどの運用改善なども求められる。 
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